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１．2023年度ガス導管事業者の託送収支の事後評価

（１） 2023年度ガス導管事業者の託送収支の事後評価
（２） 本年度の評価の進め方（法令に基づく事後評価）
（３） 今後のスケジュール

２．2022年度ガス導管事業者の託送収支の事後評価において、
基準を超過した事業者の料金改定届出内容の評価（フォロー
アップ）
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１.（１）2023年度ガス導管事業者の託送収支の事後評価
• 電力・ガス取引監視等委員会（2024年10月1日、11月22日）にて、一般ガス導管事業者及

び特定ガス導管事業者（以下「ガス導管事業者」という。）の2023年度における託送収支の

事後評価等に関して、事務局が行った評価を料金制度専門会合において確認いただくことと

された。

１．趣旨
2024年9月４日、9月27日、10月15日及び11月7日にて、経済産業大臣及び各経済産業局長等から委員会に

対して、ガス導管事業者における託送収支の事後評価について意見聴取がなされたことを受け、事務局において
実施した事後評価についてご確認いただきたい。 
※なお、10月1日の委員会後に意見聴取文に誤りが発見されたことを受け、経済産業大臣、東北経済産業局長、関東経済産業局長及び近畿経済
産業局長から10月15日に、中部経済産業局長及び中国経済産業局長から11月7日に改めて意見聴取を受付。

２．進め方
①対 象：託送供給約款を定めているガス導管事業者及び託送供給に係る料金その他の供給条件を届け出て

いるガス導管事業者（145社）のうち、今般意見聴取のあった、137社（本年9月末までに昨年度
の託送収支計算書を公表した事業者）。
なお、10月以降に託送収支計算書が公表される事業者（8社）については、今後意見聴取が行わ
れる見込み。

②評価内容：料金制度専門会合において、主に以下の項目について分析・評価
法令に基づく事後評価（ストック管理・フロー管理）
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⚫ 全国のガス導管事業者（219社※1）のうち、託送供給約款を策定している等の事業者（145社）

について、2023年度における託送収支を評価する。

⚫ 今般の会合においては、このうち本年９月末までに託送収支計算書が公表された137社について

評価を行う。

３．対象事業者

※１ 一般ガス導管事業と特定ガス導管事業両方のライセンスを所有している事業者が2社（東京ガスネットワーク㈱、北海道瓦斯㈱）があるため、合計が合わない。
※２ 前年度末のガスメーター取付数又は契約件数が少なく他社と導管が繋がっていない一般ガス導管事業者、特定ガス導管事業者は、他社から託送供給の申し込みを受ける可能性が低いと考えられることから、大臣の承認を受けて託送供給約款を策定していない。
※３ 上記により、託送供給約款の制定不要承認を受けても供給条件を届け出ている事業者は本評価の対象。
※ 全てのガス導管事業者は、託送供給義務を負う。

一般ガス導管事業者（191※１） 特定ガス導管事業者（30※１）

託送供給約款制定（113）

上記以外（72）※２

託送供給約款制定（22）

上記以外（5）※２

承認事業者であるが供給条件を届出（０）※３

2024年9月末までに託送収支が公表された事業者

2024年10月以降に託送収支が公表される事業者

託送供給約款制定（7） 託送供給約款制定（1）

承認事業者であるが供給条件を届出（２）※３

今般の事後
評価の対象
（137社）

次回の事後
評価の対象
（8社）

承認事業者であるが供給条件を届出（０）※３承認事業者であるが供給条件を届出（０）※３

上記以外（71）※２
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１.（２）本年度の評価の進め方（法令に基づく事後評価）

① 各社の超過利潤累積額について、一定水準額と比較し、変更命令（値下げ命令）の発動基準となる

「一定水準額」を超えている事業者を抽出。（ストック管理）

② 各社が想定単価と実績単価から算出した乖離率について、変更命令（値下げ命令）の発動基準となる

「マイナス５％」を超えている事業者を抽出。（フロー管理）

③ 上記①、②に該当する事業者について、期日までに料金の値下げ届出を実施する予定であるかを聴取。

なお、②において変更命令の発動基準を超過した事業者から、現行の託送供給約款料金の水準維持の

妥当性について説明があった場合には、その理由が合理的か否かを確認。

⇒これらの結果については、次回以降の電力・ガス取引監視等委員会に報告し、経済産業大臣及び経済産

業局長等からの意見の求めに対する本委員会の意見を回答する予定。

本年度の事後評価は、昨年度までと同様、ガス事業法等処分審査基準に基づき、以下の進め方で実施した。

（参考：2024年11月22日 電力・ガス取引監視等委員会 資料３)

各事業者の公表された託送収支について、ストック管理及びフロー管理の確認を行い、変更命令の対象となる事業者には、今後の料金改定
の実施予定を聴取する。また、フロー管理において、乖離率が一定の比率を超えた事業者から、現行の託送供給約款料金の水準維持の妥当性
について説明があった場合には、その理由が合理的かどうかを精査する。
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【参考】ガス導管事業に係るストック管理とフロー管理
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①ガス導管事業者の超過利潤の状況 ＜ストック管理基準結果概要＞

※ 各社公表資料（2024年10月1日時点）より作成。また、当該分析結果はガス事業監査による指摘等により、今後変更の可能性がある。
※ 複数の地域毎の託送供給約款料金を定めているガス導管事業者にあっては、当該複数地域をそれぞれ１件とカウントするため、事後評価の対象事業者数と表中の対象者数の合計は一致しない。

• 各社の超過利潤累積額について、一定水準額と比較した結果、㈱エナジー宇宙（北本エリア）、

小千谷市の２社が、超過利潤累積額が変更命令の発動基準となる「一定水準額」を超過。

超過利潤累積額
（2023年度末）

一般ガス導管事業者（129件） 特定ガス導管事業者（29件）

合計対象者数
（３月決算）

対象者数
（３月決算以外）

対象者数
（３月決算）

対象者数
（３月決算以外）

一定水準額超過
2

・エナジー宇宙（北本エリア）
・小千谷市

0 0 0 2

一定水準額の2/3～3/3 ４ ２ １ 0 ７

一定水準額の1/3～2/3 ４ ３ ２ ０ ９

０～一定水準額の1/3 ４ ４ ３ ０ １１

０未満 ６１ ４５ ２０ 3 １２９
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⚫ 各社の乖離率について確認した結果、ENEOSエルエヌジーサービス㈱、栃木ガス㈱、鷲宮ガス㈱、小

千谷市、福山ガス㈱、大牟田瓦斯㈱、三愛オブリ㈱の７社の乖離率が、変更命令の発動基準となる「マ

イナス５％」を超過。

⚫ ENEOSエルエヌジーサービス㈱については、2024年4月1日に料金値下げを行ったため、変更命令の

対象から除外。（同社の料金値下げに関するフォローアップについては、スライド18以降を参照）

②ガス導管事業者の乖離率の状況 ＜フロー管理結果概要＞

乖離率
（2023年度末）

一般ガス導管事業者（105件） 特定ガス導管事業者（13件）

合計対象者数
（３月決算）

対象者数
（３月決算以外）

対象者数
（３月決算）

対象者数
（３月決算以外）

ー５％を超過 ４
・栃木ガス㈱
・鷲宮ガス㈱

・小千谷市
・大牟田瓦斯㈱

1
・福山ガス㈱

2
・ENEOSエルエヌジーサービス㈱
・三愛オブリ㈱

0 ７

ー５％ ～ －2.5％ ３ ５ ０ ０ ８

ー2.5％ ～ ０％ ２ ５ ０ ０ ７

０％より大きい ５３ ３２ １０ １ ９６
※ 各社公表資料（2024年10月1日時点）より作成。また、当該分析結果はガス事業監査による指摘等により、今後変更の可能性がある。
※ 以下の理由により、事後評価の対象事業者数と表中の事業者数の合計は一致しない。

• 複数の地域毎の託送供給約款料金を定めているガス導管事業者にあっては、当該複数地域をそれぞれ１件とカウントする。
• 乖離率計算書が作成されない原価算定期間中の事業者はカウントしない。
• 承認特定ガス導管事業者にあっては、フロー管理が行われず、評価の対象外となるためカウントしない。



※１ 経済産業大臣は、ガス事業法の規定による権限の一部を経済産業局長に委任している。(ガス事業法第189条第4項）

※２ 超過利潤累積額管理表において、当期超過利潤累積額が一定水準額を超過している場合、当該超過利潤累積額管理表を公表した日の属する事業年度（以下本頁において「基準年度」という。）
の翌事業年度の開始の日までに値下げ届出が行われなければ、原則、変更命令が発動される。
ただし、基準年度の翌事業年度の開始の日時点において、基準年度の開始の日より前に実施した料金改定の日から３年を経過していない場合には、当該３年を経過する日までに料金の値下げ届出が
行われれば、変更命令は発動されない。  
➢ 2025年4月1日：2社（㈱エナジー宇宙（北本エリア）、小千谷市）

9

⚫ 超過利潤累積額が一定水準額を超過した２社（㈱エナジー宇宙（北本エリア）、小千谷市）については、

翌事業年度の開始の日までに料金の値下げ届出が行われない場合、原則として、所管の経済産業局長※1

の変更命令の対象となる。

⚫ ㈱エナジー宇宙（北本エリア）については、期日※2までに料金の値下げ届出を実施する予定である旨を

確認した。

⚫ 小千谷市については、来年4月に北陸瓦斯㈱に事業を譲渡することとしており、対応を検討中。

③超過事業者の料金値下げ意向 ＜ストック管理超過事業者＞
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③超過事業者の料金値下げ意向 ＜フロー管理超過事業者＞

• 乖離率がマイナス５％を超過した６社（栃木ガス㈱、鷲宮ガス㈱、小千谷市、福山ガス㈱、大牟田瓦斯

㈱、三愛オブリ㈱）については、翌事業年度の開始の日までに料金の値下げ届出が行われない場合、原

則として、所管の経済産業局長※1の変更命令の対象となる。

• ただし、事業者から現行の託送供給約款料金の水準維持の妥当性について説明がなされ、本会合におい

て、合理的だと判断した場合には、料金の値下げ届出を行わなくてよいこととされている。

• 上記６社について、期日※2までに料金の値下げ届出を提出する予定であるか、あるいは、合理的な説明

を行うかを確認したところ、小千谷市以外の５社については値下げ届出を提出する予定である旨を確認

した。

• 小千谷市については、来年４月に北陸瓦斯㈱に事業を譲渡することとしており、対応を検討中。

※１ 経済産業大臣は、ガス事業法の規定による権限の一部を経済産業局長に委任している。(ガス事業法第189条第4項）

※２ 原価算定期間終了後に公表された乖離率計算書において、乖離率がー５％を超過している場合、当該乖離率計算書を公表した日の属する事業年度の翌事業年度の開始の日までに料金の
値下げ届出が行われなければ、原則変更命令が発動される。
➢ 2025年1月1日：1社（福山ガス㈱）、2025年4月1日：5社（栃木ガス㈱、鷲宮ガス㈱、小千谷市、大牟田瓦斯㈱、三愛オブリ㈱）  
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（参考） ガス事業法等に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等

第二 処分の基準
（２３） 法第５０条第１項の託送供給約款の変更の認可の申請命令

法第５０条第１項の託送供給約款の変更の認可の申請命令については、同項に処分の基準が規定されており、例えば、以下の場合とする。
① ガス事業託送供給収支計算規則に基づき公表した超過基準累積額管理表において当期超過利潤累積額が一定水準を超過している場合。ただし、次のいずれかに掲げる場合には、原則として該当しな
いものとする。
イ 当該超過利潤累積額管理表を公表した日の属する事業年度の開始の日から翌事業年度の開始の日までに、法第４８条第２項において準用する同条第１項又は同上第６項の規定に基づき託送
供給約款料金の改定（以下この（２３）において「料金改定」という。）の認可申請又は届出がなされている場合。
ロ 当該超過利潤累積額管理表を公表した日の属する事業年度（以下このロにおいて「基準年度」という。）の翌事業年度の開始の日時点において、基準年度の開始の日より前に実施した料金改定の
日から３年を経過していない場合には、当該３年を経過する日までに料金改定の認可申請又は届出がなされている場合（ただし、当該料金改定の実施日の翌々年度に公表された超過利潤累積額
管理表において、一定水準を超過している場合は、当該超過利潤累積額管理表を公表した日の属する事業年度の翌事業年度の開始の日までに、料金改定の認可申請又は届出がなされている場
合。）
（略）

② ガス事業託送供給収支計算規則に基づき公表した乖離率計算書において乖離率が一定の比率（マイナス５パーセント）を超過している場合。ただし、現行の託送供給約款料金の水準維持の妥当性
に関して一般ガス導管事業者から合理的な説明がなされた場合又は当該乖離率計算書を公表した日の属する事業年度の翌事業年度の開始の日までに、託送供給約款料金算定規則に基づいて料金
改定を実施する場合には、原則として該当しないものとする。

（略）

第二 処分の基準
（３９） 法第７６条第４項の託送供給約款の変更命令

法第７６条第４項の託送供給約款の変更命令については、同項各号に処分の基準が規定されており、例えば、以下のとおりとする。
① ～ ④（略）
⑤ 同項第５号関係

「公表の利益の増進に支障がないこと」の判断に当たっては、次に掲げる基準の観点から判断するものとする。
イ ガス事業託送供給収支計算規則に基づき公表した超過利潤累積額管理表において当該超過利潤累積額が一定水準を超過しているかの観点から判断するものとする。ただし、次のいずれかに該当する
場合には、原則として公表の利益の増進に支障がないいものとする。
(i) 当該超過利潤累積額管理表を公表した日の属する事業年度の開始の日から翌事業年度の開始の日までに、法第７６条第２項において準用する同条第１項の規定に基づき託送供給約款料金
の改定（以下この（３９）において「料金改定」という。）の届出がなされている場合。

(ii) 当該超過利潤累積額管理表を公表した日の属する事業年度（以下この(ii)において「基準年度」という。）の翌事業年度の開始の日時点において、基準年度の開始の日より前に実施した料金改
定の日から３年を経過していない場合には、当該３年を経過する日までに料金改定の届出がなされている場合（ただし、当該料金改定の実施日の翌々年度に公表された超過利潤累積額管理表に
おいて、一定水準を超過している場合は、当該超過利潤累積額管理表を公表した日の属する事業年度の翌事業年度の開始の日までに、料金改定の認可申請又は届出がなされている場合。）
（略）

ロ ガス事業託送供給収支計算規則に基づき公表した乖離率計算書において乖離率が一定の比率（マイナス５パーセント）を超過している場合。ただし、現行の託送供給約款料金の水準維持の妥当
性に関して特定ガス導管事業者から合理的な説明がなされた場合又は当該乖離率計算書を公表した日の属する事業年度の翌事業年度の開始の日までに、ガス託送供給約款料金算定規則に基づい
て料金改定を実施する場合には、原則として該当しないものとする。
（略）

＜一般ガス導管事業者関係＞

＜特定ガス導管事業者関連＞
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（参考） ガス事業法等に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等

第二 処分の基準
（４０） 法第７７条第３項の託送供給に係る料金その他の供給条件の変更命令
法第７７条第３項の託送供給に係る料金その他の供給条件の変更命令については、同項に処分の基準が規定されており、例えば、以下のとおりとする。
① ～ ④ （略）
⑤ 同項第５号関係
「公共の利益の増進に支障がないこと」の判断に当たっては、承認特定ガス導管事業者においては、ガス事業託送供給収支計算規則に基づき公表した超過利潤累積額管理表において当期超過利潤累
積額が一定水準額を超過しているかの観点から判断するものとする。ただし、次のいずれかに該当する場合には、原則として公共の利益の増進に支障がないものとする。
イ 当該超過利潤累積額管理表を公表した日の属する事業年度の開始の日から翌事業年度の開始の日までに、法第７７条第１項の規定に基づき託送供給に係る料金その他の供給条件の変更の届
出により料金の改定（以下この（４０）において「料金改定」という。）の届出がなされている場合。
ロ 当該超過利潤累積額管理表を公表した日の属する事業年度（以下このロにおいて「基準年度」という。）の翌事業年度の開始の日時点において、基準年度の開始の日より前に実施した料金改定の
日から３年を経過していない場合には、当該３年を経過する日までに料金改定の届出がなされている場合（ただし、当該料金改定の実施日の翌々年度に公表された超過利潤累積額管理表において、
一定水準額を超過している場合は、当該超過利潤累積額管理表を公表した日の属する事業年度の翌事業年度の開始の日までに、料金改定の届出がなされている場合。）。
（略）

＜承認特定ガス導管事業者関連＞
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（１．（１）、（２）のまとめ）

法令に基づく事後評価の結果報告について

• 前頁までの結果を踏まえ、本会合としては、以下の内容でとりまとめ、電力・ガス取引監視

等委員会へ報告することとしてよいか。

◼ ２社（㈱エナジー宇宙（北本エリア）、小千谷市）については、超過利潤累積額が、変更命令の発動基
準となる一定水準額を超過していた。

◼ ７社（栃木ガス㈱、鷲宮ガス㈱、小千谷市、福山ガス㈱、大牟田瓦斯㈱、三愛オブリ㈱、ENEOSエルエ
ヌジーサービス㈱ ）については、乖離率が変更命令の発動基準となるマイナス5％を超過していた。

◼ 上記事業者のうち、㈱エナジー宇宙（北本エリア）、栃木ガス㈱、鷲宮ガス㈱、福山ガス㈱、大牟田瓦
斯㈱、三愛オブリ㈱の６社について、期日※までに託送供給約款の料金の値下げ届出が行われない場合、
原則として、所管の経済産業局長の変更命令の対象となる。

なお、ENEOSエルエヌジーサービス㈱については、2024年4月1日に託送供給約款の料金の値下げ届出
が行われているため、変更命令の対象からは除外する。

また、小千谷市については、来年４月に北陸瓦斯㈱への事業譲渡が予定されているため、今後の対応を
改めて確認する。

※ 2025年1月1日：１社（福山ガス㈱）、2025年4月1日：５社（エナジー宇宙（北本エリア）、栃木ガス㈱、鷲宮ガス㈱、大牟田瓦斯㈱、三愛オブリ㈱）



14

１.（３）今後のスケジュール

• 本日の事後評価の対象とならなかった、10月以降に託送収支計算書を公表する事業者（８社）について

は、2025年1月以降に事後評価を行う。

• また、2025年５月を目途に、2023年度のガス導管事業者の託送収支の事後評価の結果をとりまとめる。

内容時期

2024年
12月以降

・経済産業大臣及び各経済産業局長等への意見回答①
【電力・ガス取引監視等委員会】

2024年11/27
【本日】

・2023年度ガス導管事業者の託送収支の事後評価 【料金制度専門会合】
（9月末までに昨年度の託送収支計算書を公表した事業者）

2025年
１月以降

・2023年度ガス導管事業者の託送収支の事後評価 【料金制度専門会合】
（10月以降に昨年度の託送収支計算書を公表した事業者等）

2025年
５月目途

・料金の値下げ届出内容の確認 【料金制度専門会合】
・2023年度の事後評価とりまとめ結果報告
【料金制度専門会合／電力・ガス取引監視等委員会】

2025年
２月以降

・経済産業大臣及び各経済産業局長等への意見回答②
【電力・ガス取引監視等委員会】
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１．2023年度ガス導管事業者の託送収支の事後評価

（１） 2023年度ガス導管事業者の託送収支の事後評価
（２） 本年度の評価の進め方（法令に基づく事後評価）
（３） 今後のスケジュール

２．2022年度ガス導管事業者の託送収支の事後評価において、
基準を超過した事業者の料金改定届出内容の評価（フォロー
アップ）
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本日ご確認いただきたい事項

• 2022年度ガス導管事業者の託送収支の事後評価において、ストック管理、フロー管理の基

準を超過した事業者のうち、料金改定届出を行った６社の届出の内容等の評価をご確認いた

だく。

１．趣旨

昨年度の事後評価の結果、変更命令の対象とされた事業者について、追加的な分析・評価として、実際の値下げ
届出が行われている場合、その届出内容の評価（フォローアップ）を行う。

２．進め方

（１）対象：2022年度ガス導管事業者の託送収支の事後評価において、ストック管理（超過利潤累積
額）、フロー管理（乖離率）の基準を超過した事業者のうち、料金改定届出を行った8社の
うち、第54回の本会合（2024年2月19日）において、届出内容を確認済の館林瓦斯㈱及び山口
合同ガス㈱を除く６社

◆ ストック管理基準超過： ①ENEOSエルエヌジーサービス㈱、②大津市

◆ フロー管理基準超過 ：③由利本庄市、④東海ガス㈱（下仁田地区）、⑤魚沼市、⑥筑後ガス圧送㈱

（２）評価内容：追加的な分析・評価（提出された値下げ届出の確認）
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（参考）昨年度の事後評価結果

• 2022年度ガス導管事業者の託送収支の事後評価において、ストック管理、フロー管理の基準を超過し

た事業者のうち、料金改定届出を行った8社（ENEOSエルエヌジーサービス㈱、由利本庄市、東海ガス

㈱（下仁田地区）、魚沼市、館林瓦斯㈱、山口合同ガス㈱、筑後ガス圧送㈱、大津市）が料金改定届出

の内容等を確認する対象。

• ただし、館林瓦斯㈱及び山口合同ガス㈱は、第54回会合（2024年2月19日）において料金届出の内容

等を確認済（評価済）。

第50回料金制度専門会合（2023年11月20日）資料４より抜粋

第494回電力・ガス取引監視等委員会（2024年2月26日）資料４より抜粋
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2022年度ガス導管事業者の託送収支の事後評価において、基準を超過
した事業者の概要

事業者名
一導／
特導

創立 本店所在地 資本金 従業員数 供給区域
メーター取付数
（需要家数）

新規参入の
有無

① ENEOS
エルエヌジーサービス㈱ 特導 2012年

青森県
八戸市

2,000万円 50名 ー 15 無

② 大津市 一導 1934年
滋賀県
大津市

254億807万円 69名 大津市 108,970 有

③ 由利本荘市 一導 1960年
秋田県

由利本荘市
9億7,415万円 13名

秋田県
由利本荘市

8,618 無

④ 東海ガス㈱

（下仁田地区）
一導 1966年

静岡県
焼津市

9億2,500万円 221名
静岡県焼津市・
藤枝市・島田市、
群馬県下仁田町

56,442 無

⑤ 魚沼市 一導 1960年
新潟県
魚沼市

17億2,919万円 12名 新潟県魚沼市 8,500 無

⑥ 筑後ガス圧送㈱ 特導 2012年
福岡県
久留米市

2億円 14名 ー ー 無

（１）ストック管理基準（超過利潤累積額）超過：①ENEOSエルエヌジーサービス㈱、②大津市

（２）フロー管理基準（乖離率）超過：③由利本庄市、④東海ガス㈱（下仁田地区）、⑤魚沼市、
⑥筑後ガス圧送㈱
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料金改定届出の妥当性確認における方針
（１）ストック管理基準超過事業者に対するフォローアップ

2022年度ガス導管事業者の事後評価において、ストック管理（超過利潤累積額）の基準が超過し、料金改
定を行った２社（①ENEOSエルエヌジーサービス㈱、②大津市）においては、ガス事業託送供給約款料金算
定規則（以下「料金算定規則」という。）に基づき、新料金における想定費用が適正に算定されているかを確
認。 

１）新料金の算定にあたり、還元額及び内部留保相当額が適正に反映（控除）されているか。

２）新料金における原価算定について、一般ガス導管事業者（②大津市）においては、届出上限値方式で
はなく、総括原価方式により算定されているか。

【確認内容】

【対応案】

上記の確認の結果、今般の料金改定が妥当とは言い切れない事業者については、「2024年度の期中に、
事業者自ら需要量や費用の状況を評価し、実績が想定と乖離している場合には、2025年度の事業開始ま
でに合理的な値下げをすること。」を要請する。
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（参考条文）ガス事業託送供給約款料金算定規則（平成29年経済産業省令第22号）

第二章 一般ガス導管事業者の託送供給約款料金の算定

（減少事業報酬額の算定）
第十条 一般ガス導管事業者（法第四十八条第一項ただし書の承認を受けた一般ガス導管事業者であって法第四十九第一項の規定による届出を行っていないもの及び
託送収支規則の規定により公表した最近の託送収支規則様式第三第四表の当期内部留保相当額（当該額が零を下回る場合にあっては、零。以下この章において「当期
内部留保相当額」という。）と託送収支規則の規定により公表した最近の託送収支規則様式第三第四表の還元義務額残高の合計額が零の一般ガス導管事業者を除
く。）は、減少事業報酬額を算定し、様式第五第三表を作成しなければならない。 
２（略）
３ 還元額は、託送収支規則の規定により公表した最近の託送収支規則様式第三第二表の一定水準超過額（当該事業年度と連続する前事業年度において一定水準超過額
が零でない場合（当該事業年度（開始の日を除く。）及び翌事業年度の開始の日において第十四条第一項の規定により設定した料金を実施する場合を除く。）には、
当該一定水準超過額から前事業年度の一定水準超過額を控除した額（当該額が零を下回る場合にあっては、零）とする。）に一から効率化比率（託送収支規則の規定
により公表した最近の託送収支規則様式第三第二表の当期乖離額累積額の当期超過利潤累積額に占める割合に百分の五十を乗じて得た値（当該値が一を上回る場合に
あっては一と、当該当期乖離額累積額が零を下回る場合にあっては零とする。）をいう。）を控除して得た値を乗じて得た額と託送収支規則の規定により公表した最
近の託送収支規則様式第三第四表の還元義務額残高の合計額を五で除して得た額に原価算定期間の年数を乗じて得た額（当該額が第六条第一項又は第五項及び第六項
の規定により算定された事業報酬額を超える場合にあっては、当該事業報酬額）を下回らない額であって、第一項に規定する一般ガス導管事業者が定める額とする。
４ 内部留保相当額控除額は、当期内部留保相当額から前項の規定により第一項に規定する一般ガス導管事業者が定めた額に百分の五十を乗じて得た額を控除して得た
額に第六条第三項の規定により算定した事業報酬率を乗じて得た額に原価算定期間の年数を乗じて得た額とする。

（届出託送供給約款料金原価等の算定）
第十七条 法第四十八条第五項の規定により変更しようとする託送供給約款で設定する料金（以下「託送供給約款届出料金」という。）を算定しようとする一般ガス導
管事業者（以下この条から第二十条までにおいて「届出事業者」という。）は、当該届出事業者の事業年度の開始の日又はその日から六月を経過する日を始期とする
一年間を単位とした将来の合理的な期間（以下「原資算定期間」という。）を定め、次の各号に掲げるいずれかの方式により、届出託送供給約款料金原価等を算定し
なければならない。 ただし、託送収支規則の規定により公表した最近の託送収支規則様式第三第二表の一定水準超過額が零でない届出事業者又は同様式第三第五表
の乖離率がマイナス五パーセントを超えている届出事業者（現行託送供給約款料金を維持することが妥当であると認められる者を除く。）が改正法附則第十八条第一
項本文の認可を受けた託送供給約款（法第四十八条第二項において準用する同条第一項本文の認可を受けたとき、法第四十八条第六項若しくは第九項の規定による変
更の届出があったとき、又は法第五十条第二項の規定による変更があったときは、その変更後のもの）で設定した料金を変更する場合（改正法附則第十八条第一項本
文の認可を受けた日以後、第十四条第一項の規定により託送供給約款認可料金を設定し、法第四十八条第二項において準用する同条第一項本文の認可を受けたことが
ある場合及び第十九条第二項の規定により届出託送供給約款料金原価等を算定し、法第四十八条第六項の規定による届出をしたことがある場合を除く。）は、原資算
定期間を定め、第二号に掲げる方式により、届出託送供給約款料金原価等を算定しなければならない。
一 届出上限値方式
二 総括原価方式
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第三章 特定ガス導管事業者の託送供給約款料金の算定

（減少事業報酬額の算定）
第三十三条 特定ガス導管事業者（法第七十六条第一項ただし書の承認を受けた特定ガス導管事業者であって法第七十七条第一項の規定による届出を行っていないもの及
び託送収支規則の規定により公表した最近の託送収支規則様式第三第四表の当期内部留保相当額（当該額が零を下回る場合にあっては、零。以下この章において「当期
内部留保相当額」という。）と託送収支規則の規定により公表した最近の託送収支規則様式第三第四表の還元義務額残高の合計額が零の特定ガス導管事業者を除く。）
は、減少事業報酬額を算定し、様式第十六第三表を作成しなければならない。
２ 減少事業報酬額は、次項の規定により前項に規定する特定ガス導管事業者が定める還元額に第四項の規定により算定される内部留保相当額控除額を加えた額とする。
３ 還元額は、託送収支規則の規定により公表した最近の託送収支規則様式第三第二表の一定水準超過額（当該事業年度と連続する前事業年度において一定水準超過額が
零でない場合（当該事業年度（開始の日を除く。）及び翌事業年度の開始の日において第三十七条第一項の規定により設定した料金を実施する場合を除く。）には、当
該一定水準超過額から前事業年度の一定水準超過額を控除した額（当該額が零を下回る場合にあっては、零）とする。）に一から効率化比率（託送収支規則の規定によ
り公表した最近の託送収支規則様式第三第二表の当期乖離額累積額の当期超過利潤累積額に占める割合に百分の五十を乗じて得た値（当該値が一を上回る場合にあって
は一と、当該当期乖離額累積額が零を下回る場合にあっては零とする。）をいう。）を控除して得た値を乗じて得た額と託送収支規則の規定により公表した最近の託送
収支規則様式第三第四表の還元義務額残高の合計額を五で除して得た額に原価算定期間の年数を乗じて得た額（当該額が第二十九条第一項の規定により算定された事業
報酬額を超える場合にあっては、当該事業報酬額）を下回らない額であって、第一項に規定する特定ガス導管事業者が定める額とする。
４ 内部留保相当額控除額は、当期内部留保相当額から前項の規定により第一項に規定する特定ガス導管事業者が定めた額に百分の五十を乗じて得た額を控除して得た額
に第二十九条第三項の規定により算定した事業報酬率を乗じて得た額に原価算定期間の年数を乗じて得た額とする。



22ENEOSエルエヌジーサービス㈱「令和４年度 託送供給関連業務に関する会計整理」資料より抜粋

①ENEOSエルエヌジーサービス㈱ １）新料金の算定にあたり、還元額及び内部留保相当額が適正に反映
（控除）されているか。 

ENEOSエルエヌジーサービス㈱は、2022（令和４）年度末時点の一定水準超過額（約1.7億円）のうち、

還元額及び内部留保相当額分を新料金算定時に控除する必要あり。
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＜還元額＞
• 同条第3項に基づき、還元額を以下の通り計算すると、104,335千円となる。

（（173,892-21,435)×（1-0）＋21,435）÷５×３＝104,335千円

・ENEOSエルエヌジーサービス㈱の事業報酬額は727千円につき、還元額が事業
報酬額を上回るため、同条第3項に基づき、還元額は727千円を適用。

還元額＝［一定水準超過額※×（１－効率化比率）＋還元義務額残高］÷５×原価算定期間年数
（事業報酬額を超える場合は事業報酬額を下回らない額）

※一定水準超過額＝一定水準超過額ー前期の一定水準超過額

ENEOSエルエヌジーサービス㈱ 令和6年3月13日付け「託送供給約款変更届出書」より抜粋

ENEOSエルエヌジーサービス㈱「令和４年度 託送供給関連業務に関する会計整理」資料より抜粋

ENEOSエルエヌジーサービス㈱は、料金算定規則第33条に基づき、還元額及び内部留保相当額を算定。

＜内部留保相当額＞
・ENEOSエルエヌジーサービス㈱の内部留保相当額は▲36,056千円につき、同条第1項により、内部留保相当控除額は０を適用。

ENEOSエルエヌジーサービス㈱「令和４年度 託送供給関連業務に関する会計整理」資料より抜粋

①ENEOSエルエヌジーサービス㈱ １）新料金の算定にあたり、還元額及び内部留保相当額が適正に反映
（控除）されているか。 



• 前頁で算定した還元額と内部留保相当控除額から、減少事業報酬額は727千円と算出

• ただし、ENEOSエルエヌジーサービス㈱は小売託送及び連結託送を営んでいるため、減少事業報酬額727千円を小売託送
と連結託送の供給量で按分し、小売託送に係る減少事業報酬額を算出。
⇒小売託送分：707千円
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還元額及び内部留保相当控除額から減少事業報酬額を決定し、新料金の算定から控除していることを確認。

ENEOSエルエヌジーサービス㈱ 令和6年3月13日付け「託送供給約款変更届出書」より抜粋

ENEOSエルエヌジーサービス㈱ 令和6年3月13日付け「託送供給約款変更届出書」より抜粋

• 小売託送に係る減少事業報酬額を料金算定規則第34条に規定する様式第16第４表のとおり
各原価に振り分けていることを確認した。

①ENEOSエルエヌジーサービス㈱ １）新料金の算定にあたり、還元額及び内部留保相当額が適正に反映
（控除）されているか。 



※1 平均単価＝新料金の想定費用／新料金の想定需要量
※2 乖離率＝（B－A）／A
※3 料金改定率＝（C－A）／A
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①ENEOSエルエヌジーサービス㈱ まとめ

前頁の還元額・内部留保相当額の控除、託送供給依頼者へのヒアリングを踏まえた需要量予測等を実施し、

算定規則第25条から第36条に基づき、新料金を設定。2024年4月１日から適用。

需要量（千ｍ３）
2024年4月料金改定時の
想定需要量算定の根拠

原価算定期間
（2021~2023年度）の

想定3年平均

2021~2023年度の
実績3年平均

2023年度の
実績見込み

2024年4月料金
改定時の想定３年平均

269,452 342,915 376,488 287,595

2021～2023年度においては大口需要先の設
備稼働率が想定を上回ったことによる増が要因。
一方、2024年の料金改定に係る契約情報を
基に需要量減で想定。

事業者から聴取した情報をもとに事務局で作成。

2022年度乖離率計算書 新料金

現行料金算定時の
想定単価（円/㎥）

(A)

2022年度
実績単価（円/㎥）

(B)

2022年度乖離率
※2

2024年度改定後の
平均単価（円/㎥）

（C）※1

料金改定率
※3

2.52 2.17 ▲13.89 2.20 ▲12.53

費用（千円）
2024年4月料金改定時の
想定費用算定の根拠

原価算定期間
（2021~2023年度）の

想定3年平均

2021~2023年度の
実績3年平均

2023年度の
実績見込み

新料金の
想定3年平均 費用の大宗を占める導管の賃借料等が減少し

たことによる減が要因。
677,992 743,548 735,310 632,940
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大津市 「令和４年度ガス事業の託送収支計算書等」より抜粋

• 算定規則第10条第1項で減少事業報酬額の算定について定めているところ、「託送収支規則の規定により公表した最

近の託送収支規則様式第三第四表の当期内部留保相当額（当該額が零を下回る場合にあっては、零。）と託送収支規

則の規定により公表した最近の託送収支規則様式第三第四表の還元義務額残高の合計額が零の一般ガス導管事業者を

除く」とされているため、大津市は減少事業報酬額の算定が義務付けられていない。

• そのため、次ページ以降で、大津市が実施した料金改定値下げに係る検討結果を確認した。

②大津市 １）新料金の算定にあたり、還元額及び内部留保相当額が適正に反映（控除）
されているか。
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大津市 令和５年11月議会 施設常任委員会報告資料より抜粋

②大津市 １）新料金の算定にあたり、還元額及び内部留保相当額が適正に反映（控除）
されているか。

• 大津市においては、まずは、超過利潤が発生した要因分析を実施。

• コロナ禍に伴う巣ごもり需要増や、料金体系が細分化されていないこと等により超過利潤が累積してい

ることを把握。



28

• 大津市においては、過去実績を踏まえた需要予測、現行料金を適用した場合の収益見込みと総括原価の

算定による料金との比較により、要値下げ額を算定。

大津市 令和５年11月議会 施設常任委員会報告資料より抜粋

②大津市 １）新料金の算定にあたり、還元額及び内部留保相当額が適正に反映（控除）
されているか。



29大津市 令和５年11月議会 施設常任委員会報告資料より抜粋

• 現行料金を適用した場合の収益見込みと総括原価の算定による料金との比較により、要値下げ額を算定。

• 内部留保分の還元先（値下げの対象）を決定し、新料金に反映（控除）させることとした。

②大津市 １）新料金の算定にあたり、還元額及び内部留保相当額が適正に反映（控除）
されているか。
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大津市 令和５年11月議会 施設常任委員会報告資料より抜粋

• 内部留保分の還元先（値下げの対象）を決定し、新料金に反映（控除）していることを確認。

②大津市 １）新料金の算定にあたり、還元額及び内部留保相当額が適正に反映（控除）
されているか。
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②大津市 ２）総括原価方式による算定となっているか。

原価算定方式

費用（千円）

原価算定期間
（2017~2020年度）

の想定3年平均

2020~
2022年度の
実績3年平均

2023年度の
実績見込み

新料金の
想定3年平均

総括原価方式 3,381,147 3,081,410 3,260,157 3,198,541

• 大津市においては、料金算定規則第17条第１項に基づき、総括原価方式により新料金を設定。

• 大津市議会に報告の上、2024年4月1日から適用。

原価算定の方式 特徴

総括原価方式 原価洗い替えを行う方式 原価を洗い替えるため、託送料金原価はより精緻に算定され、かつ透明性が
確保されると考えられる。

届出上限値方式 原価洗い替えは行わず、経営効率
化等による費用減の一部を、事業
者自ら設定する料金引下げ原資に
充てる方式

機動的な料金改定が可能となる一方、経営効率化等による費用減の一部を、
事業者が自ら設定する料金引下げ原資とするため、当該引下げ原資が小さい
場合には、新料金において、託送料金原価が適正化されない可能性がある。

事業者から聴取した情報をもとに事務局で作成。
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ストック管理超過事業者のフォローアップ結果

• ENEOSエルエヌジーサービス㈱、大津市ともに、料金算定規則等に基づき、いずれも妥当な

新料金が設定されていると判断できる。
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料金改定届出の妥当性確認における方針
（２）フロー管理基準超過事業者に対するフォローアップ

⚫ 2022年度ガス導管事業者の事後評価において、フロー管理（乖離率）の基準が超過し、料金改定を行った
4社（③由利本庄市、④東海ガス㈱（下仁田地区）、⑤魚沼市、⑥筑後ガス圧送㈱）においては、新料
金における需要量と費用の想定が、2020~2022年度の実績及び2023年度実績見込みを踏まえた合理的
なものとなっているかを確認。 

１）新料金における原価算定について、一般ガス導管事業者（③由利本庄市、④東海ガス㈱（下仁田地区）、⑤魚沼
市）においては、届出上限値方式ではなく、総括原価方式により算定されているか。（料金算定規則第17条第1項）

２）新料金における想定需要量が、2020~2022年度の需要量の実績や2023年度の需要量の実績見込みを考慮した
数字となっているか。

３）新料金における想定費用が、2020~2022年度の費用の実績や2023年度の費用の実績見込みを考慮した数字と
なっているか。

【確認内容】

【対応案】

⚫ 上記の確認の結果、今般の料金改定が妥当とは言い切れない事業者については、「2024年度の期中に、
事業者自ら需要量や費用の状況を評価し、実績が想定と乖離している場合には、2025年度の事業開
始までに合理的な値下げをすること。」を要請する。
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１）新料金における原価算定について、一般ガス導管事業者は届出上限値方式ではなく、総括原価
方式による算定となっているか。

４社のうち、一般導管事業者である③由利本庄市、④東海ガス㈱（下仁田地区）、⑤魚沼市については、

いずれも料金算定規則第17条第1項に基づき、総括原価方式により新料金を設定。

原価算定の方式 特徴

総括原価方式 原価洗い替えを行う方式 原価を洗い替えるため、託送料金原価はより精緻に算定され、かつ透明
性が確保されると考えられる。

届出上限値方式 原価洗い替えは行わず、経営効率化
等による費用減の一部を、事業者自
ら設定する料金引下げ原資に充てる
方式

機動的な料金改定が可能となる一方、経営効率化等による費用減の一部
を、事業者が自ら設定する料金引下げ原資とするため、当該引下げ原資
が小さい場合には、新料金において、託送料金原価が適正化されない可
能性がある。

事業者名 原価算定方式

費用（千円）

原価算定期間※１の
想定3年平均

2020～2022年度の
実績3年平均

新料金算定時に想定して
いた2023年度の実績見
込み（参考情報）

2024年4月料金改定時
の想定３年平均

③由利本荘市 総括原価方式 364,761※2 357,445※2 319,083 319,313

④東海ガス㈱（下仁田地区） 総括原価方式 119,365 139,841 142,557 117,062

⑤魚沼市 総括原価方式 386,327 345,765 342,849 361,111

事業者から聴取した情報をもとに事務局で作成。※1 東海ガス、魚沼市の原価算定期間：2020～2022年度の３年
※2 由利本荘市の原価算定期間 2021~2022年度の２年の平均
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４社いずれも、過去実績や2023年度実績見込み、今後の需要予測を踏まえ、新料金の想定需要量を見積

もっていることを確認。

２）新料金における想定需要量が、2020~2022年度の需要量の実績や2023年度の需要量の
実績見込みを考慮した数字となっているか。

事業者名

需要量（千ｍ３）
2024年4月料金改定時の
想定需要量算定の主な背景原価算定期間※１の

想定3年平均
2020～2022年度の
実績3年平均

新料金算定時に想定し
ていた2023年度の実績
見込み（参考情報）

2024年4月料金改定
時の想定３年平均

③ 由利本荘市 8,498 ※2 8,912 ※2 8,861 8,743
由利本荘市の人口減少予測を踏まえた
家庭用契約戸数減による需要量減と想
定

④ 東海ガス㈱

（下仁田地区）
1,125 2,048 2,267 2,353

既存需要家の需要量増が見込まれてい
るため、需要量増と想定

⑤ 魚沼市 12,950 13,730 12,840 13,589
過去想定と過去実績の比較（需要
増）に2023年実績見込み（需要減）
を織り込んだ結果で想定

⑥ 筑後ガス圧送㈱ 13,851 12,084 16,610 17,592
2022年度途中から供給開始した事業
者の使用分を通年適用した結果、需要
量増で想定

事業者から聴取した情報をもとに事務局で作成。
※1 東海ガス、魚沼市、筑後ガス圧送の原価算定期間：2020～2022年度の３年
※2 由利本荘市の原価算定期間 2021~2022年度の２年の平均
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4社いずれも、過去実績や2023年度実績見込みを踏まえ、新料金の想定費用を見積もっていることを確認。

３）新料金における想定費用が、2020~2022年度の費用の実績や2023年度の費用の実績見込
みを考慮した数字となっているか。

事業者から聴取した情報をもとに事務局で作成。

事業者名

費用（千円）

原価算定期間※１の
想定3年平均

2020～2022年度の
実績3年平均

新料金算定時に想定し
ていた2023年度の実績
見込み（参考情報）

2024年4月料金改定
時の想定３年平均

過去実績よりも料金改定後の方が
費用が増えている主な理由

③ 由利本荘市 364,761※２ 357,445 319,083 319,313 ー

④ 東海ガス㈱

（下仁田地区）
119,365 139,841 142,557 117,062 ー

⑤ 魚沼市 386,327 345,765 342,849 361,111

2020～2022年度には実施し
ていない定期自主検査（ホル
ダー開放検査）の費用（修繕
費）等を計上しているため

⑥ 筑後ガス圧送㈱ 114,849 85,892 114,642 127,315
需要先増に伴う人員増による労
務費増等のため

※1 東海ガス、魚沼市、筑後ガス圧送の原価算定期間：2020～2022年度の３年
※2 由利本荘市の原価算定期間 2021~2022年度の２年の平均



４社から提出のあった2022年度ガス導管事業者の託送収支における乖離率計算書の数値と、前

述１）～３）を踏まえて設定された新料金における平均単価及び料金改定率を確認したところ、

全社とも妥当な平均単価の設定となっていることを確認。

事業者名

2022年度乖離率計算書 新料金

現行料金算定時の
想定単価（円/㎥）

(A)

2022年度
実績単価（円/㎥）

(B)

2022年度
乖離率 ※2

2024年度改定後の
平均単価（円/㎥）

（C）※1

料金改定率
※3

③ 由利本荘市 42.92 40.11 ▲6.55 36.52 ▲14.91

④
東海ガス㈱

（下仁田地区）
106.10 68.28 ▲35.64 49.75 ▲53.11 

⑤ 魚沼市 29.83 25.18 ▲15.59 26.57 ▲10.93

⑥ 筑後ガス圧送㈱ 8.29 7.11 ▲14.23 7.24 ▲12.67

37

※1 平均単価＝新料金の想定費用／新料金の想定需要量
※2 乖離率＝（B－A）／A
※3 料金改定率＝（C－A）／A

４社いずれも、妥当な新料金が設定されていると判断できる。

事業者から聴取した情報をもとに事務局で作成。

フロー管理超過事業者のフォローアップ結果
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（２．のまとめ）

• 2022年度ガス導管事業者の託送収支の事後評価においてストック管理、フロー管理の基準

を超過した事業者のうち、料金改定届出を行った６社の届出の内容等の確認を行ったところ、

いずれも妥当な新料金が設定されていると判断できる。
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